
 

研究計画（案） 

１．プロジェクト ７．原子力規制検査のためのレベル 1PRA に関する研究 

担当部署 
技術基盤グループ 

シビアアクシデント研究部門 

担当責任者 秋葉 美幸 上席技術研究調査官 

２．カテゴリー・

研究分野 
【原子炉施設】D）リスク評価 主担当者 濱口 義兼 主任技術研究調査官 

３．背景 

令和 2 年 4 月から施行された新たな原子力規制検査では、リスク情報を活用した検査や検査指摘事項の重要度評価が開始された(1-

3)。今までのところ、原子力規制庁（以下「規制庁」という。）では、原子炉施設内の機器の故障等で発生する事故及びトラブル（内

部事象）を対象にした確率論的リスク評価（以下「PRA」という。）から得られるリスク情報を用いている。しかしながら、原子炉施

設におけるリスクを総合的に評価するためには、施設内にある機器故障等により発生する事故及びトラブルを対象にした内部事象だ

けでなく、地震、津波等の外部事象により発生する事故及びトラブルを考慮することが必要である。このため、原子力規制検査で活

用するリスク情報は、内部事象のリスク情報に加え、段階的に外部事象のリスク情報へ拡張することとしている。なお、米国原子力

規制委員会（米国 NRC）においては、リスク情報を活用した検査制度を導入しており、PRA を活用した検査指摘事項の重要度評価にお

いては、内部事象だけでなく、地震、火災、溢水等を対象にした外部事象の PRA も活用している(4)。 

これまでに、規制庁では外部事象を対象にした PRA として、地震時 PRA、津波時 PRA、火災 PRA 及び溢水 PRA の手法開発を実施して

きた。また、当該手法を用いて、重大事故等対処設備のモデルを組込んだ PRA モデルを作成してきた(5)。しかしながら、外部事象の

PRA を適用する上では、運転員操作の環境悪化や運転員操作の複雑化を考慮する必要があるが、従来の一般的な人間信頼性解析手法

THERP ではこのような状況を考慮することができなかった。また、外部事象では、地震等の外部からの共通する力による炉心損傷を

防止する種々の対処設備の故障（機器フラジリティ）の関係性や地震時に津波が発生する場合には原子炉施設に影響する外部からの

力の到達時間が異なるなど、対象とする外部事象に応じて原子炉施設に及ぼす影響が複雑となるため、外部事象の PRA を実施するた

めには、このような複雑な状況を PRA モデルに組込みこんだ PRA 評価手法が必要になる。さらに、これまでの PRA では、火災の発生

箇所、溢水の伝播経路の形状、炉心損傷を防止する種々の対処設備の故障原因等の外部事象とその影響の考慮範囲が限定的であった

ため、複数の外部事象を組合せた PRA のためには、影響範囲を拡大させて種々の影響の組合せを考慮する必要がある。これらに加え

て、PRA を活用する際は、PRA の結果が持つ不確かさを特定して、特定した不確かさを検査指摘事項の重要度評価等の活動に適切に考

慮していく必要がある(6)。 

米国においては、運転員の認知に焦点を当てた新しい人間信頼性解析の手法の開発(7-8)や熱水力解析、PRA 及び人間信頼性解析を統

合して詳細にリスクを評価できるダイナミック PRA の開発(9)などが進められており、PRA の解析精度を高度化する研究が進められて

いる。さらに、機器故障率等のパラメータに含まれる不確かさ、PRA モデルに含まれる不確かさ及び PRA モデルの不完全さによる不

確かさの特定方法(10)やこれらの不確かさを考慮した上での内部事象 PRA の結果と外部事象 PRA の結果との統合についての研究(11)が

行われている。 

これまでに、規制庁では運転員の認知に焦点を当てた新しい人間信頼性解析を導入するため種々の解析を実施してきた。さらに熱

水力解析と PRA を統合したダイナミック・イベントツリー手法を開発し、詳細にリスクを評価できるダイナミック PRA の基礎を整備

してきた。しかしながら、運転員による複数の操作間の失敗に係る依存関係を十分考慮できず、刻一刻と変化するプラント状況に対

応した人間信頼性解析を実施することができなかった。さらに、PRA で必要な機器故障率の算出方法、安定状態の定義及び最確推定

の方法が明確ではなく、不確かさの要因になっていた(6)。適切に種々の外部事象 PRA の手法を開発していくためには、基礎となる内

部事象 PRA の不確かさを低減する必要がある。 

本研究プロジェクトでは、原子力規制検査で使用する外部事象を対象にしたリスク情報を得るために、米国、欧州等で実施されて

いる研究動向(12-13)及び検査活動を踏まえつつ、内部事象及び外部事象の PRA に必要な最新知見等を取得する。また、起因事象の発生

から炉心損傷までを評価できる PRA（以下「レベル 1PRA」という。）の手法の高度化を図るとともに、種々の外部事象を対象に詳細

に評価できるレベル 1PRA 手法を開発する。 

 

４．目的 

原子力規制検査における合理性及び客観性を高めるために、不確かさを低減したレベル 1PRA モデルの整備に資する研究として、以

下の研究をすることで、原子力規制検査の日常検査における機器の選定や検査指摘事項の重要度評価などにリスク情報を活用する。 

 

 地震、津波等の外部事象を対象に、単独又は付随する事象に対するレベル 1PRA の手法を開発し、原子炉施設のリスクに係る知見
を蓄積する 

 詳細にリスクを評価できる手法ダイナミック PRA 手法を開発する 
 

５．知見の活用先 

本研究プロジェクトをとおして取得した内部事象及び外部事象に対するレベル 1PRA に係る知見は、以下に活用する。 

 

 原子力規制検査で使用する事業者 PRA モデルの適切性確認ガイドに外部事象レベル 1PRA の確認項目を追加する。 
 発電所ごとで日常検査の機器選定に使用するリスク情報ハンドブックに外部事象のリスク情報を追加する。 
 原子力安全に係る重要度評価に関するガイドに種々の外部事象のリスク評価の方法を追加する。 
 原子力安全に係る重要度評価において使用するリスク評価ツールに種々の外部事象のリスクを計算できる機能を追加する。 
 

資料４ 
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６．安全研究概要 

（始期：Ｒ４年

度） 

（終期：Ｒ８年

度） 

本プロジェクトの研究は、「原子力規制委員会における安全研究の基本方針」（令和元年 5月 29 日原子力規制委員会決定）におけ

る安全研究のうち以下の分類に基づき実施する。 

① 規制基準等の整備に活用するための知見の収集・整備（以下「分類①」という。） 
② 規制活動に必要な手段の整備（以下「分類③」という。） 
③ 技術基盤の構築・維持（以下「分類④」という。） 

 

地震、津波等の外部事象の単独又は付随する事象に対する原子炉施設のリスク及び機器の重要性に係る知見を得るために、外部事

象の PRA に最新知見を反映した各外部事象のレベル 1PRA モデルを作成する。作成した各外部事象のレベル 1PRA モデルから得られた

リスク情報を用いて、原子力規制検査で活用する事業者 PRA モデルの適切性確認に必要な知見を整理するとともに、外部事象のリス

クに対する検査指摘事項の重要度評価を行う方法及び評価ツールを開発する。また、施設内にある機器故障等により発生する事故及

びトラブルを対象にした内部事象に対する原子炉施設のリスク及び機器の重要性を得るためのレベル 1PRA モデルについては、人的

過誤確率等の最新知見をモデルに反映させるなど、PRA モデルの不確かさの低減に必要な技術基盤を継続して整備していく。 

詳細にリスクを評価できる手法の開発に向けて、検査指摘事項の重要度を詳細に評価するために、熱水力解析、PRA 及び人間信頼

性解析を統合して事故の進展を詳細に考慮できるダイナミック PRA 手法を開発する。また、地震と津波の複合事象に対するレベル

1PRA 手法、地震又は津波による隣接サイトの事故影響を考慮した PRA 手法等を開発し、段階的にリスク情報を拡充していく。 

安全研究計画の概要を図 1に示す。 

 

 

図 1 安全研究計画の概要 

 

 

（1） 段階的に拡充していく外部事象レベル 1PRA 手法の開発 

a. 複合事象（複合ハザード）を対象にした PRA の整備【分類①、③及び④】 

 既存の地震、津波、火災及び溢水を対象にした各レベル 1PRA を対象に、国内外の最新知見を反映して見直し、地震時に発生す
る可能性のある津波、地震時に発生する可能性のある火災、地震時に発生する可能性のある溢水等の複数の事象が発生した場

段階的に拡充していく外部事象
レベル1PRA手法の開発

原子力規制検査への外部事象に対する
レベル1PRA導入の検討
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に対するレベル1PRAの
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人間信頼性解析手法の検討と
PRAへの適用

不確かさ要因に関する検討

ダイナミックPRA手法の整備

検査ガイド等への反映に必
要な知見の整理
重要度評価手法の開発

リスク評価ツールの計算機
能の拡張

原子力規制検査にて活用

リスク評価ツールの画面イメージ

以下の検査ガイド等に反映。

原子力規制検査で使用する事業者
PRAモデルの適切性確認ガイド
発電所ごとで日常検査の機器選定
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原子力安全に係る重要度評価に関
するガイド

緑 白 黄 赤

判定結果（重要度の範囲）：

検査指摘事項：

影響を受けた機器等：

炉心損傷頻度の増分（内部事象）：
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フォールトツリー
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データベース

PRAモデルのイメージ

ダイナミックPRAのイメージ(14)
事故シナリオを時間依存に変更する。
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合の外部事象レベル 1PRA の手法を開発する。ここでは、各事象が重畳した場合の原子炉施設への複雑なインパクトに着目し

て、PRA の手法を開発する。これらの手法の開発においては、国内外の最新知見を反映して検討した手法を基に複合事象を対

象にした PRA モデルを作成し、作成した PRA モデルを用いて試解析を実施することで手法の妥当性を確認して進める。 

b. 多数基立地サイトを対象とした外部事象 PRA の整備【分類①、③及び④】 

 複数の原子炉施設があるサイトや複数のサイトが近くにある地域を対象にした外部事象 PRA の手法を開発する。ここでは、隣
接プラントや隣接サイトで発生した事故対応による設備及び作業員のリソース配分、放射性物質の放出に係る屋外作業の著し

い作業環境の悪化、地震等の事象が複数の原子炉施設に及ぼす影響の相関関係に着目して、PRA の手法を開発する。この手法

の開発においては、国内外の最新知見を反映して検討した手法を基に PRA モデルを作成し、作成した PRA モデルを用いて試解

析を実施することで手法の妥当性を確認して進める。 

c. その他の外部事象に係る PRA の整備【分類①、③及び④】 

 国内外の最新知見を用いて強風、火山等の外部事象 PRA 手法を開発する。これら手法の開発においては、国内外の最新知見を
反映して検討した手法を基に強風、火山等の外部事象 PRA モデルを作成し、作成した PRA モデルを用いて試解析を実施するこ

とで手法の妥当性を確認して進める。また、国内外の最新知見を用いて、種々の自然ハザードや人工ハザード(13)に対する原子

炉施設への影響を検討する。 

 

（2） 原子力規制検査への外部事象に対するレベル 1PRA 導入の検討 

a. 原子力規制検査で活用する事業者 PRA モデルの適切性確認に必要な知見の整理【分類①】 

 原子力規制検査においては、事業者が作成する PRA モデルの適切性を確認した後、これを活用してしてリスク情報を得ること
になっている。事業者は内部事象に対する PRA モデルだけでなく、外部事象に対する PRA モデルを作成する予定であるため、

事業者の PRA モデルの適切性を確認するために、外部事象レベル 1PRA で必要となる機器フラジリティの相関や外部事象によ

って発生する起因事象とその PRA モデルの作成方法等の知見を確認の項目として整理する。 

b. 外部事象のリスクに対する検査指摘事項の重要度評価手法の開発【分類③】 

 外部事象のハザードや機器フラジリティを内部事象 PRA モデルに組込んで簡易的に外部事象のリスクを計算する方法を開発す
る。さらに、外部事象 PRA を用いて地震や津波等の外部事象を対象にした検査指摘事項の重要度評価の方法を開発する。 

c. 外部事象のリスクに対する計算機能の拡張【分類③】 

 検査官が検査指摘事項の重要度評価を行う際に使用するリスク評価ツールを対象に、外部事象のリスクに対する簡易計算機能
及び詳細計算機能を加える。 

 

（3） 内部事象及び外部事象に対するレベル 1PRA の高度化 

a. 新たな人間信頼性解析手法の PRA への適用【分類①、③及び④】 

 人間信頼性解析において、運転員による複数の操作間における失敗原因の依存関係を考慮する方法及び運転員の操作失敗に関
係する中央制御室の機器故障を考慮する方法を検討する。 

 地震に伴う斜面の崩落や強風時の屋外作業等、外部事象に伴う作業環境の悪化等を人間信頼性解析において考慮する方法を検
討する。 

 これらの方法を含んだ人間信頼性評価手法を各 PRA モデルに適用する。 
b. 不確かさ要因に関する検討【分類①、③及び④】 

 各国との故障率の相違点を明確にし、適切な故障率の算出の方法を検討する。 
 レベル 1PRA で想定する安定状態の定義を明確にし、不確かさの低減方法を検討する。 
 成功基準解析等に含まれる保守的な条件、仮定等を明確にし、最確推定の方法を検討する。 
c. ダイナミック PRA 手法の整備【分類④】 

 レベル 1PRA に係る最新知見として、プラント状態が変化することを考慮できるダイナミック PRA 手法及び運転員の操作のタ
イミングや操作失敗のタイミングを考慮できるダイナミック PRA 手法を開発する。これらの手法の開発においては、国内外の

最新知見を反映して検討した手法を基に計算コードを開発し、開発した計算コードを用いて試解析を実施することで手法の妥

当性を確認して進める。また、PWR プラント及び BWR プラントを対象にダイナミック PRA 手法を用いて炉心損傷頻度、機器重

要度等の試解析を実施し、原子力安全に係る重要度評価に関するガイド及びリスク情報ハンドブックへの反映を検討する。 
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行程表 

 

項目 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

（1） 段階的に拡充して

いく外部事象レベ

ル1PRA手法の開発 

a. 複合事象（複合ハザー

ド）を対象にした PRAの

整備 

b. 多数基立地サイトを対

象とした外部事象 PRA

の整備 

c. その他の外部事象に係

る PRA の整備 

 

     

（2） 原子力規制検査へ

の外部事象に対す

るレベル1PRA導入

の検討 

a. 原子力規制検査で活用

する事業者 PRA モデル

の適切性確認に必要な

知見の整理 

 
b. 外部事象のリスクに対

する検査指摘事項の重

要度評価手法の開発 

c. 外部事象のリスクに対

する計算機能の拡張 

 

     

（3） 内部事象及び外部

事象に対するレベ

ル 1PRA の高度化 

a. 新たな人間信頼性解析

手法の PRA への適用 

 
b. 不確かさ要因に関する

検討 

 

 

 

c. ダイナミック PRA 手法

の整備 

 

     

 

 

７．実施計画 

【Ｒ４年度の実施内容】 

(1) 段階的に拡充していく外部事象レベル 1PRA 手法の開発 

・複合事象を対象にしたレベル 1PRA 手法の開発のため、既存の地震時レベル 1PRA 及び津波時レベル 1PRA を対象に、複合事象の取

扱いに着目して国内外の最新知見を反映して見直す。 

・複合事象を対象にしたレベル 1PRA 及び多数基立地サイトを対象とした外部事象レベル 1PRA の調査及び検討を行う。具体的には、

種々の災害例を分析し、複数の災害間の関係性を整理し、複合事象に至る共通原因、相互影響、組合せ、連鎖等及びそれらのスクリーニ

ング方法等の取り扱い方を開発する。 

・強風、火山等の外部事象レベル 1PRA 手法の検討を行う。 

(2) 原子力規制検査への外部事象に対するレベル 1PRA 導入の検討 

・既存の外部事象レベル 1PRA モデルを用いて、事業者の地震時レベル 1PRA モデル及び事業者の津波時レベル 1PRA モデルの適切性

確認に必要な技術的知見を整理する。 

・既存の外部事象レベル 1PRA モデルを用いて、検査指摘事項の重要度評価の簡易評価手法を検討する。 

・既存の外部事象レベル 1PRA モデルを用いて、検査指摘事項の重要度評価用のリスク評価ツールを検討する。 

(3) 内部事象及び外部事象に対するレベル 1PRA の高度化 

地震・津波 PRA 

調査、検討 

火災・溢水 PRA 

試解析 

試解析 

PRA モデル作成 

PRA モデル作成 調査、検討 

強風レベル 1PRA モデルの作成 

火山レベル 1PRA モデルの作成 

事業者の地震 PRA モデルの適切性 

事業者の津波 PRA モデルの適切性 

事業者の火災PRAモデルの適切性 

事業者の溢水PRAモデルの適切性 

内部事象 PRA モデルを活用した簡易評価手法の検討 

外部事象 PRA モデルを用いた詳細評価手法の検討 

内部事象 PRA モデルを活用した簡易計算機能の拡張 
外部事象PRAモデルを用いた詳細評価機能の拡

張 

依存性を考慮した人間信頼性解析手法の検討 

外部事象発生時の評価に対応した人間信頼性解析手法の検討 

故障率に係る不確かさの検討 

安定状態に係る不確かさの検討 

最確推定に係る検討 

調査、検討 

試解析 

原子力安全に係る重要

度評価に関するガイド

等への反映の検討 

 

学会発表▽ 論文投稿▽ 

学会発表▽ 論文投稿▽ 学会発表▽ 学会発表▽ 

原子力安全に係る重要度評価に関するガイド及び原子力規制検査

で使用する事業者 PRA モデルの適切性確認ガイドへの反映の検討 
▽ 

種々の外部事象の調査 
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・人間信頼性解析において、運転員による複数の操作の失敗に係る依存性を考慮する方法及び運転員の操作失敗に関係する中央制御

室の機器故障を考慮する方法を検討する。 

・外部事象に伴う作業環境の悪化等を人間信頼性解析において考慮する方法を検討する。 

・レベル 1PRA に係る最新知見として、関係機関と協力して、プラント状態が変化することを考慮できるダイナミック PRA 手法及び運

転員の操作のタイミングや操作失敗のタイミングを考慮できるダイナミック PRA 手法を検討する。 

【Ｒ５年度の実施内容】 

(1) 段階的に拡充していく外部事象レベル 1PRA 手法の開発 

・複合事象を対象にしたレベル 1PRA 手法の開発のため、既存の火災時レベル 1PRA 及び溢水時レベル 1PRA を対象に、国内外の最新

知見を反映して見直す。 

・複合事象を対象にしたレベル 1PRA 及び多数基立地サイトを対象とした外部事象レベル 1PRA の調査及び検討を行う。 

・強風、火山等の外部事象レベル 1PRA モデルの作成を行う。 

(2) 原子力規制検査への外部事象に対するレベル 1PRA 導入の検討 

・既存の外部事象レベル 1PRA モデルを用いて、事業者の地震時レベル 1PRA モデル及び事業者の津波時レベル 1PRA モデルの適切性

確認に必要な技術的知見を整理する。 

・既存の外部事象レベル 1PRA モデルを用いて、検査指摘事項の重要度評価の簡易評価手法を検討する。 

・既存の外部事象レベル 1PRA モデルを用いて、検査指摘事項の重要度評価用のリスク評価ツールを検討する。 

(3) 内部事象及び外部事象に対するレベル 1PRA の高度化 

・人間信頼性解析において、運転員による複数の操作の失敗に係る依存性を考慮する方法及び運転員の操作失敗に関係する中央制御

室の機器故障を考慮する方法を検討する。 

・外部事象に伴う作業環境の悪化等を人間信頼性解析において考慮する方法を検討する。 

・各国との故障率の相違点を明確にし、適切な故障率の算出の方法を検討する。 

・レベル 1PRA で想定する安定状態の定義を明確にし、不確かさの低減方法を検討する。 

・レベル 1PRA に係る最新知見として、関係機関と協力して、プラント状態が変化することを考慮できるダイナミック PRA 手法及び運

転員の操作のタイミングや操作失敗のタイミングを考慮できるダイナミック PRA 手法を検討する。 

 

【Ｒ６年度の実施内容】 

(1) 段階的に拡充していく外部事象レベル 1PRA 手法の開発 

・複合事象を対象にしたレベル 1PRA 及び多数基立地サイトを対象とした外部事象レベル 1PRA の試解析を行う。 

(2) 原子力規制検査への外部事象に対するレベル 1PRA 導入の検討 

・事業者が高度化している外部事象レベル 1PRA モデルを参考に、事業者の地震時レベル 1PRA モデル、事業者の津波時レベル 1PRA モ

デル及び溢水レベル 1PRA モデルの適切性確認に必要な技術的知見を整理する。 

・高度化された外部事象レベル 1PRA モデルを用いて、検査指摘事項の重要度評価の簡易評価手法を検討する。 

・既存の外部事象レベル 1PRA モデルを用いて、検査指摘事項の重要度評価用のリスク評価ツールを開発する。 

(3) 内部事象及び外部事象に対するレベル 1PRA の高度化 

・外部事象に伴う作業環境の悪化等を人間信頼性解析において考慮する方法を検討する。 

・各国との故障率の相違点を明確にし、適切な故障率の算出の方法を検討する。 

・レベル 1PRA で想定する安定状態の定義を明確にし、不確かさの低減方法を検討する。 

・成功基準解析等に含まれる保守的な条件、仮定等を明確にし、最確推定の方法を検討する。 

・PWR プラント及び BWR プラントを対象にダイナミック PRA 手法を用いて炉心損傷頻度、機器重要度等の試解析を実施し、原子力規

制検査への導入方法を検討する。 

 

【Ｒ７年度の実施内容】 

(1) 段階的に拡充していく外部事象レベル 1PRA 手法の開発 

・複合事象を対象にしたレベル 1PRA 及び多数基立地サイトを対象とした外部事象レベル 1PRA の試解析を行う。 

(2) 原子力規制検査への外部事象に対するレベル 1PRA 導入の検討 

・事業者が高度化している外部事象レベル 1PRA モデルを参考に、事業者の地震時レベル 1PRA モデル、火災レベル 1PRA モデル及び

溢水レベル 1PRA モデルの適切性確認に必要な技術的知見を整理する。 

・高度化された外部事象レベル 1PRA モデルを用いて、検査指摘事項の重要度評価の簡易評価手法を検討する。 

・高度化された外部事象レベル 1PRA モデルを用いて、検査指摘事項の重要度評価用のリスク評価ツールを検討する。 

(3) 内部事象及び外部事象に対するレベル 1PRA の高度化 

・レベル 1PRA で想定する安定状態の定義を明確にし、不確かさの低減方法を検討する。 

・成功基準解析等に含まれる保守的な条件、仮定等を明確にし、最確推定の方法を検討する。 

・PWR プラント及び BWR プラントを対象にダイナミック PRA 手法を用いて炉心損傷頻度、機器重要度等の試解析を実施し、原子力規

制検査への導入方法を検討する。 

 

【Ｒ８年度の実施内容】 

(1) 段階的に拡充していく外部事象レベル 1PRA 手法の開発 

・複合事象を対象にしたレベル 1PRA モデル及び多数基立地サイトを対象とした外部事象レベル 1PRA モデルを作成する。 

(2) 原子力規制検査への外部事象に対するレベル 1PRA 導入の検討 

・事業者が高度化している外部事象レベル 1PRA モデルを参考に、火災レベル 1PRA モデルの適切性確認に必要な技術的知見を整理す

る。 
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・高度化された外部事象レベル 1PRA モデルを用いて、検査指摘事項の重要度評価の簡易評価手法を開発する。 

・高度化された外部事象レベル 1PRA モデルを用いて、検査指摘事項の重要度評価用のリスク評価ツールを開発する。 

(3) 内部事象及び外部事象に対するレベル 1PRA の高度化 

・PWR プラント及び BWR プラントを対象にダイナミック PRA 手法を用いて炉心損傷頻度、機器重要度等の試解析を実施し、原子力規

制検査への導入方法を検討する。 

 

８．実施体制 

【シビアアクシデント研究部門における実施者】 

 ○濱口 義兼   主任技術研究調査官 

 出井 千善   技術研究調査官 

  城島 洋紀   技術研究調査官 

  川口 秀雄   技術研究調査官 

  西小野 華乃子 技術研究調査官 

  後藤 歌穂   技術研究調査官 

伊東 智道   技術研究調査官 

下崎 敬明   安全技術専門職 
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